
〔研究ノート〕

　定額補助金と

　　　　フライペーパー効果について

長　峰　純　一

　　　　　　　　　　　　1.は　じ　め　に

　地方公共財に関する実証研究においては，政府間補助金が地方政府支

出にいかなる影響を及ぼすかということか，大きなテーマとなってきた．

そこで近年盛んに議論されている問題に，「フライペーパー効果(flypaper

effect）」と呼ばれる現象かおる．この効果は，いわゆる定額補助金（lump-

sum grants）による地方政府支出の拡大効果か，所得に関するそれよりも

大きいという，実証分析からファクト・ファインディングとして指摘され

　　　　　　　　1）てきたものである．

　本稿では，このフライペーパー効果についての議論を整理・検討するこ

とを目的とする．そのあとで日本における地方交付税が，ここでの議論に

どのように関連してくるかを，簡単に検討してみたい．

　以下では，まず2節で政府間補助金か，公共選択タイプのモデルの中で

どのように把握されるかを，各種補助金の形態の違いと併せて説明する．

3節では，地方公共財の実証分析の中で，フライペーパー効果がどのよう

な形で検出されてきたかを見る. 4節では，近年Fisher （1982）によって

与えられたフライペーパー効果の定義を紹介する. 5節では，フライペー

1）フライペーパー効果は, "money sticksit hits" という言葉で表現されている．

　またこの名の由来は，私的部門内で受け取られた資源かそこで様々な経済的諸効

　果をもたらすのと同じように，公共部門内に一旦入った資源もそこにとどまりな

　からそれ自体の経済的効果をもつ，という意味に基づいているようである.
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パー効果が発生する原因としてこれまで指摘されてきた幾つかの仮説を，

解説・検討する．最後に6節では，日本の地方交付税制度との関連を考え

てみる．　　　………………

　　　　　　　2.公共財需要モデルと政府間補助金

　一般に公共選択タイプのモデルにおいては，地方政府の公共サービス水

準は，地域住民の選好すなわち個々人の公共財への需要行動に基づいて，

何らかの意思決定プロセスを経由して決められてくるものと想定される．

偏人は各自の予算制約に従って，私的財（所得）と公共財に依拠した効用

関数の最大化を目指して，公共財（あるいは公共支出）への選好を表明して

ぐるものと見なされるのである．

　個々人の公共財への需要を考える場合，政府間補助金は個人の予算制約

式への影響として捉えられる．政府間補助金には幾つかの形態があるので,

以下説明を加えていこう．補助金には大きく分けて，本稿で問題とする定

額補助金（lump-sum grants）,すなわちある公共財の供給に対してある一定

の財源をその地域に付与してやるものと，定率補助金（matching grants）,

すなわち公共財の単位当たり価格に対してその一定比率を補助してやるも

のとがある．定率補助金の場合には補助率が事前に与えられ，補助金額は

その地域が選択した公共財量に依存して決まってくる.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）　これらを個人の予算制約式の中で捉えれば，次のようになる．個人糾こ

っいての所得を剪，私的支出をXi,この地域全休への公共財供給量をG,

その公共財の単位当たり価格をp （すなわち公共支出額はE＝pGとなる）,公

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）共支出（E）にしめる個人fの租税シェアをr。偏人fが認識する定額補

2）ここでは（あるいは以下の議論では),中央政府による課税や中央・地方政府

　による公債の発行，また法人税の存在は，議論の便宜上無視することにする.

3）アメリカの地方財政システムにおける自主財源は，基本的に比例的な固定資産

　税に依拠している場合か多い．そこでは個人iの租税シェア（r,）は，彼の固定

　資産価値を叫とすると, t＝w/Σ叫のように表される.
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助金の額を仮に&.■■定率補助金の公共財単位価格べp）当たりの補助率を

mとすると，

(1)　　　y,＝恥十てi' (l~･)pG －s,-

また(1)式を地方政府の予算制約式に拡張すれば，この地域全体への定額補

助金を召として，次のように表すことができる．

(2)　　召＝Σr,-(l －771)E十召

　これらの補助金が個人の選択に与える効果を各々考えると，まず定額補

助金は図一１に示されるように，予算線をAがからBE'へと外側へ平行

にシフトさせる効果として捉えることができる．個人が認識した補助金額

（hi）は，たて軸（私的支出）で見ればABの距離に等しい．この場合補助

金は，個人の公共財需要に所得効果として効いてくることになる．

　それに対して定率補助金の場合には図|－Oに示されるように予算線は

cびからCDへと，補助率によって公共財価格が低下した分だけ外側へ

回転させる効果として捉えられる．この場合補助金は価格効果として効い

てくることになる．補助金額(mE）は，たて軸で見てF耳の距離に等し

いものである．

　定率補助金については，補助金額は公共財量の選択から事後的に決まっ

図一１ 図一２
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てくることになるが，その総額が天井付き（ciosed end)である場合とそう

でない（open end）場合によって，さらに形態を分けることができる．天

井付き（closed end）の場合，予算線は図一2に示すように例えばF点て

屈折することになる（そこでは補助金の最高額がFHに制約されている）.この

場合には主体的均衡点が予算線とどの位置で接してくるかによって，所得

効果だけの場合と価格効果として効いてくる場合か起こりうる．またこ

れら両補助金は，特定の公共財に使途を限定される場合とそうでない場合

で分けることもできる．前者はカテゴリカルな補助金と呼ばれることが

　　4)ある．

　以上のように補助金の形態は幾つかの側面から分類可能である．その組

み合わせを考えて乱実際の形態はかなりの数に上ると言えよう．またそ

うした形態の違いは，補助金に対していかなる目的が付与されているかと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5)いう点と循密接に関係してくるはずである．そしてこの形態の違いは，諸

個人の効用関数の形状の違いともあいまって，需要行動の違いとして現れ

てくると言える．

本稿ではこうした中で，定額補助金が公共財の供給量（あるいは公共支出）

にどのような効果をもたらしているか，という問題に焦点を絞って議論し

ていきたい．

　日本では，いわゆる補助金と言った場合には国庫支出金を指し，それは

性格的にここでいう定率補助金に対応したものである．他方で，各地方政

府の一般財源に一括して与えられる地方交付税が，もう1つの補助金制

4）アメリカでは, 1972年に連邦政府から州・地方政府への使途限定なしの定額補

　助金制度がGeneral Revenue Sharing Program"として確立している．また

　州・地方政府に一括して与えられる定額補助金をblock grants.使途限定つきで

　与えられる定額補助金をcategorical grants と呼ぶこともある.

5）Topham （1983）においては，政府間補助金の目的として次の項目か挙げられ

　ている. ①公共財のスピルオーバー効果の是正, ②水平的公平の達成, ③ニーズ

　の充足（特定の公共サービスに対する公平の達成）, ④地方の税負担の軽減，⑤

　地方公共財の配分状態の是正.
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度として機能している．この地方交付税が, 21下で議論する定額補助金

と関連性をもってくる．両者の関係については後で取り上げるとして，

以下では言葉の混乱を避けるため，ある公共財への定額補助金を「交付

金」と呼ぶことにしたい．公共財の範囲を広げていけば，それは結局地

政方府の一般財源への定額補助金，すなわち地方交付税と見なすことがで

きる．

3

フライペーパー効果の検出

　公共財の供給量がいかなるメカニズムで選択されるかについては，前節

で述べたように人々の需要行動に基礎を置く見方かおる．これは公共選択

的アプローチと呼べるものである．この中で最も一般的なモデルが中位投

票者（median-voter）モデルである．それに対して，政府あるいは官僚（広

い意味で公共財の供給主体）が，人々の厚生水準を最大化するように，つま

り何らかの社会厚生関数を最大化するように公共財の供給量を決定すると

いう見方もある．これは社会厚生関数アプローチと呼べるものである．し

かしまた，政府の効用関数に，人々の厚生水準だけでなく，政府自らの利

己的選好をも内包した形で問題を設定することも可能である．この場合に

はむしろ，公共財の供給サイドを強調した公共選択的アプローチと言うこ

とができよう．

　以上のように公共財の決定プロセスに関しては，幾つかの接近方法かお

る．その中で実証分析という点から見て最も蓄積のあるのか，公共財需要

サイドからの分析である．われわれはこのモデル設定に従って，交付金が

公共財量に与える影響を捉えてみたい．

　例えば私的財エと公共財Gの2財の世界を考えて，個人fの効用関

数び（*.-,G.）を，先の予算制約式（d)式）に基づいて最大化し，公共財G

に対する個人jの需要関数を交付金なども考慮して一般形で表せば次の

ようになる.
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(3)　　G,＝Gi （const, タi,g,-,ろ,-）

ここで，のは個人0ことっての公共財価格，すなわちr,(l一m)みであり，

租税価格と呼ばれている．交付金の場合にはOT ＝Oと考える. （他の変数は

前と同じ.）

　交付金は前節で述べたように，所得効果として公共財需要に効いてくる

ものと予想される．個人所得と交付金の関係については, Bradford &

Oates（1971）による以下のような議論かおる.し=地方政府への交付金の増加

は，公共財量を一定とすればその分地方税の滅少を可能とし，それは個人

所得を増加させることに他ならない．いま個人fの租税シェア(r.）のも

とで，地方政府への交付金を召とすれば，結果的に

㈲　　　勿,＝ bi＝t･Bi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．．

として個人の所得増加（∠iy<）を表すことができる．言い換えれば，地方

政府への交付金（B）は，地方税の減税を通して個人所得の増加（Γ.-S）と

同じ効果をもちうることになる．これは「Bradford = Oatesの等価定理上

と呼ばれている．これから言えることは，交付金を（4）式の形で個人の需要

モデルのなかで扱った場合，それは公共財の需要に対して偏人所得と同じ

　　　　　　　　　　　　　　　6)効果をもちうるということである．

　ところで公共財量の決定は社会的な選択であるから，個人fの需要がそ

のまま満だされるわけではない／

させなければならないが，公共選択において最も一般的に用いられている

モデルが，中位投票者（median-voter）モデルである．この場合社会的選択

は，中位投票者という個人の需要関数によって表現することが可能になる．

6）交付金か単に同額の地方税の減少をもたらす場合，それは置き換え（displace-

ment）効果あるいは代替(substitution）効果と呼ばれている．また交付金か地

　方税減税を暗黙的に意味している時，それを交付金のベール（veil）説と呼ぶこ

　ともある.
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先の(3)式を中位投票者のものとして書き改め。地域jの公共財量(G,）が

それによって表現されるとするとj　　‥　　‥　………

（5ト　　GjこG, （const｡，y，q｡ h，Nj，Ri）

　ここで添え字mは中位投票者を. 循は地域jの人口，凡は公共財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・7）需要に関連してくると予想される地域的・社会的特性を表した変数であ乱

このような社会的選択を表現した需要関数の妥当性が，具休的に線型ある

いは対数線型に代表される関数として特定化され，実際のデータを当ては

めて検証されることになる．デメ‥リカを中心にけ地方公共財に関してクロ

ス・セクションでこの種の分析を適用させたものが，非常に多数輩出して

　　　　8)きている. 1つ注意を促しておけば，公共財のアウトプットらは実際に

観察することが著しく困難である．よって通常はG,＝凡として公共支出

への需要関数を推定する方法がとられている．

　その結果得られた1つのファクト，ファインディンダが, Gramlich

（1977）やInman （1979）によってサーベイされているように，交付金の増

加が同額の個人所得の増加よりも，公共財への需要拡大効果において大き

　　　　　　　　　　9）いというものである. (5)式を対数線型の推定式の形で書き直すと，

7）多くの分析は，個人i が享受する公的財量（G,.）と地域i it対する供給量

　（G,）を区別して，その間に（地域jの人口をぶとすると), Gi＝G,N-'といっ

　た関係を想定している．この関係は，r＝oのとき純粋公共財. r＝iのとき純粋

　私的財に対応している．したがって，地域の公共財量（G,)への需要関数を考え

　た場合，説明変数には人口（叩）循入ってくることになふ

8）この領域の研究に関するサーベイは長峰（1985 a）（1985b）を，中位投票者仮

　説が成立する条件についても，長(1$ （1985 a）を参照されたい.

9）この領域におけるすべての実証分析か，所得よりも交付金の支出性向の方が大

　きいという一様の結果を与えているわけではない．例えばFeldstein （1975）の

　推定では，所得の係数の方が定額補助金に関するものよりも大きい結果か得られ

　ている，　またSlack （1980）においては，所得と定額補助金を結合した変数か，

　公共支出に何ら効果をもたないという結果が示されている．これは定額補助金力も

　その分だけ地方の負担（固定資産税）を軽減七ていることを示唆するものである．

　また（6）式のような形での推定に際しては，多くの場合交付金が（4)式のような形で

　厳密に定義されているわけではないことにも，注意する必要があろう．すなわち

　これらの議論ではデータの定義にも問題か含まれている可能性かおる.
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ln(G)=α十β加(‰)片μ�(らし

　　　　　　十θ加(心),十w ln(Nj)十叩ln(R,)十り

ここでパラメーター間にβくθという関係が得られているということであ

る．先の「等価定理」に従えば，これは卜ひという同じ所得効果として

現れてくるはずのものである．この現象が「フライペーパー効果」と呼ば

れ，その後この原因の解明へと新たな関心を呼び起こすことになったので

ある．

　　　　　　　　　4.　フライペーパー効果の定義

　交付金と個人所得による公共財需要への効果は, Bradford = Oatesの定

理のように個人の経済状態への効果という点から見て，同一のものと見る

ことが可能である．しかしながら実証分析においては，両者の効果には差

具が観察されてきたわけである．フライペーパー効果のラフな定議は，こ

の差，すなわち（6）式におけるパラメーターβとθの差をそのままフライ

ペーパー効果として認識してしまう．

　それに対してFisher (1982)はより厳密な定義を与えているので，以下

紹介してみたい．いまBradford = Oatesの等価定理が満だされるとする

と，ある個人の公共財需要に関する個人所得と交付金による弾力性には，

次のような等式が成り立つ．

閉　　(dE/dh)/(i/E)こ(tNb/y)(dE/dy)/(y/E)

ここで, Tは個人の租税シェア，みは交付金の一人当たり額，Eは公共支

出の一人当たり額, yは個人所得, Nはこの地域の人口である.

　(7)式を変形するとさらに次の式が求まる.

(8)　dE/dy＝=(1/rAり(dE/db)

この式の左辺は，個人所得の限界的増加による一人当たり公共支出への影
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響，右辺は一人当たり交付金の限界的増加による公共支出への影響を表し

ている．交付金を一人当たりで1ドル増やすということは，この個人にと

っててNドルの贈与に等しい意味をもつ．あるいはzNドルは，地方税

を一人当たりで1ドル増やすために，この個人か支払わなければならない

額に当たる．

　フライペーパー効果は，(81式でなく次のような不等号の関係が成立して

いるとき，それが存在していると言うのである．添え字のgが実際の推

定値を表すとすると，

(9)　(dE/db)．＞TN(dE/dy)．

あるいは弾力性の式((7)式)を用いて，

(9)'　(BE,,)＞(TNb/y)(eE,ふ

　Fisherは，フライペーパー効果を厳密に捉えるには, (9)式の不等号の

差からそれを定義してくる必要があると指摘している．すなわち，個人所

得について推定されたパラメーターを用いて, (8)式から理論的に導出され

てくる交付金の支出拡大効果を予測し，その値と実際に推定された交付金

による効果との差をもって，フライペーパー効果の大きさとするのである．

フライペーパー効果のサイズをFで表せば，

ao) F＝(dE/db)。－(dE/db),＝(dE/dh)｡－rN(dE/dy)。

あるいは弾力性を用いて表記すれば，

ao)'　　　芦＝(e.ふ)。一fe.i,),＝fe,ふー(rivvj')fe,.)。

ここで添え字eは推定値，添え字♪は予測値を表している。

　ところで公共選択アプローチではなく，社会厚生関数アプローチに従っ

て交付金の効果を議論しているものもあるので，以下その代表的分析であ
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るGramlich & Galper（1973)の分析において，フライペーパー効果がど

のように把握されていたかを見てみよう．

　彼らはまず次のような地方政府の社会厚生関数を仮定する．

聞　　　W＝W(E, DY, TW, MW)

ここで, Eは公共支出, DYは私的支出(可処分所得)，TWは有形資産，

MWは金融資産を表している．さらにDYを次のように表すことで，潜

在的なフライペーパー効果を捉えようとする．

原　　　DY＝αY-T　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ

yは課税前の所得, Tは課税額である．またαは意思決定者（地方政府）

が，私的所得と租税の間に置いているウェイトである. α＝lのとき，意

思決定者にとって所得増加と租税低下は無差別. aく1のときには租税低

下の方がより選好ざれることになる．このαく1のとき，交付金の増加は

減税を可能にすることを通して，所得の増加よりも公共支出に対してより

拡大的な効果をもつと, Gramlich & Galperは主張する．

　彼らはαについて次のような関係式を導出している．

旧　　α= －(dDY/dY)/(dDY/dT)= (BE/dDY)/(dE/db)

たとえば(dDY/dT)= －lのとき，皿税の1ドル上昇は，可処分所得を

1ドル減らすことを意味している．彼らは(dE/dDY)と(dE/db)の推

定値から, aの値及びフライペーパー効果の存在を推察している．

　多くの分析はここで紹介したような形で，フライペーパー効果の議論を

行っているわけではない. Fisherは, Inman (1979)でサーベイされてい

る推定結果を利用して, ao)式あるいはttO)'式からフライペーパー効果の規

模を再推量している．それによると，フライペーパー効果の大きさは，交

付金1ドル当たり0.2～0.98ドルの問でかなりの幅を示している．それは
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各々の分析か交付金による公共支出への影響について，かなり多様な推定

結果を示していることに起因してくるようである．結局，フライペーパー

効果の大唐さを特定化することにはかなり困難かおり，それ以前にここで

は，交付金に関するパラメーター自体がどれほど信頼に足るものかという

ことが，そもそも問題になってくるようである．

　　　　　　5.　フライペーパー効果を説明する諸仮説

　フライペーパー効果がいかなる要因から生じるのかについては，これま

でいろいろな角度から説明が試みられてきた．以下幾つかの仮説を取り上

ト.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10)げ，それらの議論のエッセンスを概説していきたい．

　5 －1.租税代替の効果

　人々は二方で地方政府を経由して交付金を受け取りながら，他方ではそ

のための財源を中央政府に課税されているはずである．したがって，それ

らのある個人，あるいはある地域の資源配分に対する効果は，結果的に相

殺的に作用しているかもしれない．そうした状況においても公共財量が拡

大しうることを, Heins （1971）,Fisher （1979）は次のような点から指摘し

ている．

　個人にとっての資源の変化は，彼が交付金の財源として中央政府に払っ

た租税と，その結果彼が交付金という形で受け取った（と認識している）資

源との, netの変化である．もし地方政府か交付金をそのまま地方税の減

税に向けたとしても，地方政府と中央政府の税率構造が異なることによっ

て，中央政府が課税し，それを交付金という形で還元することは，個々人

10）フライペーパー効果にかんするこれまでの最も包括的な議論は, Fiscal Federa-

　　lism and Grants一加-Aid（1979, ed. by p. Mieszkowski & W. H. Oakland）に

　　おいてなされたものであろう．この論文集は，フライペーパー効果を統一テーマ

　　としたコンファレンスに基づいており，以下裕介する諸仮説の多くもそこで提示

　　されたものである．またFisher （1982）で行われたサーベイも多くの参考にな

　　っている.
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に対してnetで資源配分の変化をもたらしうる．交付金は地方税を中央

政府の税に代替する効果をもちうるのであるが，中位投票者モデルを考え

れば，交付金の介在によって中位投票者がnetで便益を得たか損失を被

ったかによって，公共財量の選択にも影響がでてくる．

　いま，ある個人の地方政府に対する租税シェアをT,この地域が中央政

府に支払った租税額のうちこの個人が支払うシェアをsとして，中央政

府への租税総額とその見返りとしての交付金総額とか仮に等しいとすれば，

(14）　　フミS

という簡単な条件式によって，この個人の公共財需要の変化が，増加，不

変，減少のいずれであるかを表すことができる．もし中位投票者に関して

左辺の方が大きければ，公共財量の選択は増加する．　　　‥

　実証分析においても，このような中央政府への税が地方税を代替したこ

との効果が，フライペーパー効果として現れてきた可能性はある．しかし

また中位投票者についてのこの租税代替による所得効果が，それほど大き

いものであるとも考えにくい．この仮説は，中位投票者モデルとも整合的

にフライペーパー効果の存在を説明しうるが，それですべてを説明してい

ると見ることも難しいと言えよう．

　5 －2.公共財価格の錯覚

　交付金によって，公共財の価格が真の値よりも安価に捉えられるとい

う，いわゆる財政錯覚の議論を用いた説明か, Oates（1979）,Courant,

Gramlich & Rubinfeld（1979）によってなされている．彼らは，投票者や

政府が公共財の価格を限界価格ではなく，次のような平均価格として認識

していると仮定する.

　Oatesによる公共財め平均価格（♪o）は√

㈲　　　Po =ΣT/E= （E一B）/E　　　　　　　　　　　　　　　　　　･.
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ここで，Σ乃は地方税総額，Eは地方政府支出, 召は交付金総額である．

すなわち公共財価格は総支出に対する地方税収の比率として把握されてい

る．

　またCourant et al.による個人fの平均価格(φi)は，

(16)　　ゑ=(J'.－rf,-)/(Σ(カー鵬)十召)

ここで, 政は個人fの所得, 妬は個人fの中央政府への租税額である．

つまり公共財価格は，交付金を含めた地域全体の課税後所得に対する個人

fの課税後所得の比率になっている．

　これらの定式化においては，いずれも交付金(召)の増加が，公共財価

格を低下させる方向に作用する. (15)式においては，公共支出を一定にしな

がら交付金をぶやした場合, (損式においては，中央政府への課税総額と交

付金総額とを剛時に増加させた場合，各々のやは減少する．

　この議論は公共財需要のモデル設定において，ある意味で最もオーソド

ックスな説明と言える．しかし実証分析の中で財政錯覚がどこに存在し，

またその効果がどの程度であるかを把握することは容易ではない．別な言

い方をすれば，上の式のような特定化をどのようにしたところで，そこに

　　　　　　　　　　　　　　　11)は恣意的な面が残らざるを得ない．

　5 －3.交付金額の錯覚

　価格面での錯覚ではなく，個人が交付金の額を認識するさいに錯覚する

場合を, Filimon, Romer ＆Rosenthal （1982）は分析している．彼らは，

個人の予算制約式を次のような形で捉える.

㈲　　　yこx十召

11）McGuire （1975）は，交付金（block grants）が実際の予算執行において，あ

　　る特定の公共財支出のための財源と振り替えか可能となるならば，交付金は地方

　　政府の手によって代替効果をもちうるようになる，という仮説をたててモデル分

　　析している．
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ここで，yは個人所得， '■は租税シェア, Eは地方政府支出，Bは交付

金総額' pはその交付金の認識パラメーター懲ある. ρ=lならば交付金

はこの個人に全く認識されていないことになる．彼らは交付金の認識の度

合によって，公共財量の選択に影響か生じうると考えている．またここで

はOates （1979）等のモデルのような租税シェア（公共財価格）に関する錯

覚は存在していない. Oates等のモデルが逆に交付金自体の所得効果を考

慮していなかった点と対照的と言える.

　Filimon et al.の分析でもう1つ重要な仮定は，公共財の需要サイドに

おいては中位投票者の選好が決定的になるという仮定と同時に，供給サイ

ドにおいてはNiskanen仮説のように，政府は予算を最大化するように

　　　　　　　　　　　　　　　　　12)行動すると想定されていることである．すなわち, Oates等の財政錯覚モ

デルとは，交付金の捉え方だけでなく，想定している公共辺択のプロセス

にも根本的な違いがある．

　彼らのモデルの中では，交付金が人々にできるだけ過少に認識されるこ

とか，政府にとっては有利になる．そのような状況で選択されてきた公共

支出水準，およびそのための地方税収入に，政府は交付金すべてを上乗せ

した形で最終的な予算の執行を行うことができる．したがって，政府の予

算最大化行動に依存して，交付金は所得よりも大きな支出拡大効果，すな

わちフライペーパー効果をもちうるというのである．彼らは実際に教育支

出のデータを用いて，交付金の1ドル増がほぽ公共支出の1ドル増をもた

らしていることを見い出し，このことが（17）式のρが1に近いことと予算

最大化仮説に整合的であると主張している．

5 －4 . Agenda Setting モデル

政府の支出最大化行動を想定した説明は, Romer & Rosenthal （1980）

12）Niskanen仮説とは，政府か予算の最大化あるいは支出の最大化を目指して行

　　動するというものである.　　　　　　　　　　　　　　　　　，
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によっても試みられている．彼らは公共選択のプロセスとして，需要モデ

ルが前提とするような，選択肢が個々人の選好の中から自由に提示されて

くるという設定ではなく，供給主体である官僚や特別委員会が選択肢を提

示し，それに対して人々が賛否を表明するという状況を想定する．これは

Agenda Setting モデルと呼ばれている.

　Agenda Setting モデルのエッセンスを以下で簡単に説明しよう．図一

３には私的財（X）と公共財（G）に関する個人ｆの予算制約式と選好が

描かれている．このモデルでは，ある公共財量が提案されたとき，その提

案が否決された場合にどのレベルに公共財量が決まるかということが，重

要な意味をもつ．このレベルをここでは回帰レベル（reversion level）と呼

ぶことにしよう．例えば現状の公共財量と考えてもよいし，金く供給が行

われない（ゼロ）と考えてもよい．

　図一３において，回帰レベル（ここでは現状の公共財量とする）がいま尺

の水準にあるとしようl　この時この個人は，最大限G≪までの公共財量

の提案ならば，現状と少なくとも同じ効用水準が保たれるので，反対の投

票はしないと予想される．この個人が社会的な決定権をもつ投票者である

とすると，支出最大化を目指す政府はこのG≪の水準を提案することが，

自己の目的達成のためには最も望ましいと言える．当然ながらそのレベル

は，この個人の最適選択量（Ｇ＊）を上回るものである．

図一3
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　しかしまた，政府が提案すべき公共財量は，回帰レベルがどこに位置し

ているかということにも，決定的に依存してくる．回帰レベルがもしはじ

めからG＊よりも右側にあるならば，回帰レベル以上の公共財量を提案し

ても支持を得ることはで意ない.

　Romer & Rosenthalはこのモデルに交付金を導入してその効果を検討

している．図一4と図一5は，各々回帰レベル（尺）が最適水準（G＊）よ

りも小さいケースと大きいケースを示している．図一4の場合，個人所得

の増加（AY）に対する政府の最適戦略は，Gyのレベルを提案することで

ある．それに対し交付金（召）が与えられた場合には，政府はこの額をす

べて公共支出に上乗せするので，回帰レベル自体がぞまで上昇すると彼

らは想定する．その場合の最適戦略はG.のレベルを提案することであ

る．よって，この例ではGnくGyとなり，所得増によって個人の予算線

が外側ヘシフトした場合の方力汀政府が提案しうる公共財量は大きい．

　図一5は，同じような効用関数を前提として, G＊く尺のケースである．

ここでは所得の増加に対する最適戦略はGy=R自身であり，交付金に

対する最適戦略は尺に召を加えた水準G,になる．よってこの例では

GyくGbになり，交付金の方が政府の提案しうる公共財量は大きい．

　以上のようにこのモデルにおいては，個人の主体的均衡点に比べて回帰

レベルがどちら側にあるかによって，結果は左右される．その場合，所得

と交付金の効果か異なりうる可能性を予測してはいるか，その大小関係に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）ついては常にフライペーパー効果と整合的というわけではない．またこの

モデルでは，公共財量の提案（agenda）を設定する供給主体が，人々の選

好体系に関する情報をすべてもっているという仮定も必要である．

　先に紹介したFilimon, Romer & Rosenthal（1982）では，回帰レベル

13）注意しなければならないのは，所得や交付金か増加する以前と以後で，言い換

　　えれば回帰レベルか変化する以前と以後で，政府の最適戦略となる公共財水準か

　　増加するか否かについては，一概に言えないということである。それらはすべて

　　個人の効用関数（無差別曲線）の形状にも依存してくるのである。
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図一４ 図一５

を入れた形でも実証分析が試みられており，支出水準に対してそれが有意

にプラスで効いていることが見い出されている．彼らの実証結果は，通常

の中位投票者モデルが現実の描写として不適切であるということまで意味

してくるならば，それはこれまでの研究に対しかなり深刻な影響をもって

くる．

　5－5．交付金のプロジェクト化

　Chernick （1979）は，多くの交付金が，特定の公的プロジェクトと結合

された形で地方政府に配分されている点に着目している．彼は，交付金の

提供者である中央政府とその受領者である地方政府が，交付金をプロジェ

クト化するに際して，その条件を交渉する状況を思い描く．この場合中央

政府の関心は，交付金のプロジェクト化によって公的アウトプット（公共

財量）を最大化させることにあると仮定される．こうした状況で中央政府

が所与の交付金額によってアウトプットを最大化させるには，まずプロジ

ェクトの費用を自分の所でより多く負担することを申し出る地方政府に，

交付金を提供することである．また公共財に対する需要の価格弾力性がよ

り大きい地域であるほど，交付金がアウトプットの拡大を誘発する効果も

大きいと期待される．
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　以上から言えることは，第1に，交付金であってもそれか特定のプnジ

ェクトと結びつくことによって，補助率を伴った効果すなわち代替効果を

もつ可能性かおるということである．第2に，交付金が地方政府との協議，

あるいは地方の申し出た負担に依存して決められるとすれば，それは受け

取り側から見て必ずしも外生的とは言えなくなり，公共支出から交付金へ

という逆の因果関係もありうるということである.犬

　Chernickは，各地域かプロジェクト費用に対して負担している比率と

交付金額とが，プラスで有意な関係にあることを見出している．こうした

交付金が公共財需要関数の推定に含まれていれば，そこには同時方程式バ

イアスが発生し，交付金の効果をより大きく推定してしまう可能性かおる．

交付金の中に定率補助金的性格を伴ったものが含まれてくるとすれば，個

々の分析者が実証分析に際してそれらをどのように分類するかという判断

にもかかってくる．そしてこれまでの実証分析に，こうした交付金が含ま

れてきた可能性がないとは言えない．

　5－6. 公共財生産関数とインプットとしての所得……………ﾔ,……………

　これまでの仮説はいずれも，なぜ所得よりも交付金の方.がよ肛大きな効

果を示すのかという点に，説明を与えようとするものであった. Hamilton

　（1983）はこれらとは逆に，所得の方が本来の効果よりも小さく推定され

ているという視点から説明を企てている．

大彼は，地方公共財について何らかの生産構造があると想定し，次のよう

な生産関数を仮定する．

（18）　　　G＝f（E,s）

すなわち公共財のアウトプット（G）は，インプットである公共支出（E）

だけでなく，その地域住民の言わば“質”を表す社会経済的特性（s: soci-

oeconomic characteristics)にも依存してくると考えるのである．そしてこ
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の社会経済的特性（s）は，その地域の所得水準（y）によってかなりの程

度代表されうるというのである.し　　　　　　　　　　　　　六十〉ト

　彼は具体的な例として，教育サービスと治安をあげている．子供の数が

所得水準と共に減少する傾向か，豊かな親ほど子供の教育の量と質とを代

替させていることの現れであるとするならば，所得水準の高い地域ほど一

　　　　　　　■■■　　･●　　　　　　●●･ ●･●･　　　●●●.●　●●●.:v■■　　　■■

定レベルの教育サービスを畿持す息費堪はより少なくて済むと言える．ま

た豊かな人々ほど犯罪を犯す比朧は小合いと言えるから，一定レベルの治

安を維持する費用もより少なくて済む．したがづて，所得水準と共にこれ

らの公共サービスの生産効率性はより高まっていくというのである．

　これらのことからHamiltonは，所得が公共財生産関数のインプットに

なるという仮説（income-as-an-input仮説）を提示する．公共支出水準へは

2つの側面からの影響かあると考えられる. 1つは，公共財のアウトプッ

ト水準を一定とすれば;,所得が千ンプットとしての公共支出の一部を代替

することによって，公共支出を減少させるという効果である．もう1つは，

所得水準と共に公共財がより安価になることによって，それが公共財アウ

トフットへの需要を制激し，公共支出を増加させるという効果である．

　この結果t公共支出を被説明変数とした需要関数において，所得と交付

金の効果が異なり，上で述べた2つの効果のうち前者が後者を上回るなら

ば，所得からの支出効果が交付金のそれよりも小さく現れてぐることが予

想される．すなわちこれはフライペーパ.―効果を逆の面から説明する仮説

となりうる．また彼は，教育サービスに対する所得弾力性の推定値が小さ

い（ほとんどが0.65に近い値を示している）という印象も，この仮説によって

同時に説明がつくと述べている.･.・　　　　　　　　　　　　　.･･　.･

　Hamiltonの分析は，これまでのほぼす卜ての公共財需要分析が,＼公共

財のアウトプット（G）への需要からモデルを設定しているにもかかわら

ず，実際の推定の段階においては公共支出（召）○という観察しやすい変数

に置古換えている点に対して，問題を投げかけているとも言える．公共財

　　　　　　　　　　　　　　　　－153－



定額補助金とフライペーパー効果にういて

のアウトプットは実際に観察することが困難であるため，即座に実証分析

に適用することは難しいが，もし公共財の生産構造の違いによっで人々の

公共財の便益享受面に何らかの効果が発生しているとすれば，これまでの

分析は大きな修正を迫られることになるかもしれない．

　　　6.　日本における地方交付税とフライペーパー効果

　これまで論じてきた交付金（すなわち定額補助金）は，特定の公共財に使

途を限定しないで一括して地方政府に配分される場合，いわゆる丁地方交

付税Jになる．日本にもこの地方交付税の制度かおり，地方財政において

　　　　　　　　　　　　　　14)かなり重要な役割を担っでいる．これまでの議論が日本の地方交付税制度

に対してどのような意味をもつか，以下で簡単に検討してみよう．

　初めに指摘すべきことは，これまでの議論か前提としてきたアメリカ的

土埃,すなわち「財政的地方分権主義（fiscal federalism）」は，制度的に日

本とかなり異なるということである．日本の場合には，地方政府レベルで

も中央政府の力が相対的に強く働いているということかできよう．例えば

地方政府の自主財源になるはずの地方税の増減税を，各地方自治体が独自

に行う余地はかなり限定されている．つまり，アメリカ的土壌を前提とし

た公共財需要モデルを，そのまま日本に適用するととにも無理があろう．

むしろその意味では，社会厚生関数アプローチの方が，現段階ではより適

用可能性が高いと言えるかもしれない．

　日本の地方交付税については，近年理論的・実態的な面から多少とも分

　　　　　　　　　15)析が展開されている．黒田（1986）は，地方交付税の本来の性質として，

14）日本の地方公共団体の一般財源（歳入全体の55.5%程度を占める）における地

　　方交付税の比率は，平均して見ると30%程度であり若干低下傾向にある．しかし

　　また各地方公共団体間では，財政力の違いなどによってその比率にはかなりのバ

　　ラツ牛もある.

15）日本の地方交付税制度においては，交付税か各地域の公共財配分に与える効果，

　　国と地方の財政関係に与える効果，地域間の財政関係に与える効果が，あいまい

　　なままで推移してきたという問題か指摘されている．このような視点からの実証

　　分析か，貝塚・本間・長峰・等（1986）で試みられている.
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「非特定性」，すなわち使途が限定されないという点と，「定額性」，すな

わちそれによって資源配分に代替効果が現れないという点を挙げたうえで，

日本の地方交付税は特定の公共財に対して定率補助金的な影響をもち，純

粋な交付税と定率補助金の間で中間的な性格を有していると指摘する．

　現在，地方交付税は「普通交付税」と「特別交付税」に分けられ，前者

がそのうち94％を占めている．この普通交付税は，各地方自治体に対して

次のような算定式に従って決定されている．

普通交付税＝基準財政需要一基準財政収入

基準財政需要＝各支出項目(i）ぐとの基準財政需要の合計

　　　　　　＝Σ（単位費用＊測定単位＊補正係数）,■

基準財政収入＝基準税率＊地方税収

ここで基準財政需要とは，各地域にスタンダードなレベルの公共サービス

を供給するために必要とされる公共支出額，と位置づけられている．それ

とその地域の経済力を示す基準財政収入との差額が，普通交付税によって

埋められている．

　基準財政需要は，上の式のように指定ざれた各支出項目についての財政

需要を積み上げた形で算定される．すなわち地方交付税の使途は表面上

（会計的に）特定化されていなくても，基準財政需要には特定の公共財が直

接・間接に関連し，その供給額に応じて算定されるという側面かおる．そ

こで黒田氏は，普通交付税が実質的には使途を特定化された交付金と同じ

効果をもつことになると主張する．この点からまず「非特定性」という性

質に対して疑問が向けられる．

　また，基準財政需要の各項目の算定においては，例えば「道路橋りょう

費」の測定単位には道路の足長および面積が用いられ，「教育費」につい

ては公立学校の教職員数が首本的に関わってくる．これらは基準財政需要

が，特定の公共支出，とりわけ現在ある公共財量に強く依存し，それらの
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支出をさらに促進する効果をもちうるということを示唆している．このこ

とから，「定額性」という性質か失われている可能性についても指摘され

る．

　以上の議論が妥当性をもつとすれば，日本においても交付金が地方公共

財に拡大的効果をもっている可能性を指摘できるだろう．交付金が定率補

助金的な効果をもっているということは，公共財の平均価格を下げるとい

う効果が，日本の場合には制度的に内包されていると解釈できるかもしれ

ない．

　　　　　　　　　　　　7.お　わ　り　に

　本稿では，地方公共財の議論の中で指摘されてきた定額補助金のフライ

ペーパー効果について，これまでの議論の整理および検討を行うことを意

図してきた．今までのところフライペーパー効果を説明する諸仮説には，

各々利点と限界とが指摘でき，決定的と言えるものはないようである．ま

た特定の仮説に固執することも，それ程得策とは言えないだろう．現段階

では，各々の仮説がフライペーパー効果の発生を部分的に説明していると

理解することが妥当と言えよう．

　さらにフライペーパー効果の発生は，第1に，各々統一されていない推

定方法にもその一因があると言えそうである．第2に，各地方が前提とす

る公共選択プロセス，つまり制度的要囚の違いにも左右されると言えそう

懲ある．日本ではとりわけこの制度的要囚が重要な意味をもっていると予

想される．

　中央・地方政府の財政的な関係は，公共財の効率的な配分という問題と

も不可避的に関わって，今後とも重要な問題となり続けていくであろう．

その意味で，日本においても交付金か公的資源配分に与えている実態を分

析していくことは，重要な課題と言える．しかし日本の場合，制度的な要

因などによって，本稿で取り上げたような政治・経済モデルを直接当ては
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めることには限界があ芯ト実証分析についでは，未だ緒についたばかりと

言えるが，どのようなモデルが適用可能性をもつかということを検討し，

その上で日本型の地方財政モデルを開発し，補助金についてよ力一般的な

実証研究を重ねていくことが望まれる．
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